
 

 

国立大学法人法（抜粋） 

 

（役員） 

第１０条 各国立大学法人に、役員として、その長である学長（当該国立大学法人が設置す

る国立大学の全部について第四項に規定する大学総括理事を置く場合にあっては、理事

長。次条第一項並びに第二十一条第二項第四号、第三項及び第五項を除き、以下同じ。）

及び監事二人（二以上の国立大学を設置する国立大学法人にあっては、その設置する国立

大学の数に一を加えた員数）を置く。 

２ 前項の規定により置く監事のうち少なくとも一人は、常勤としなければならない。 

３ 各国立大学法人に、役員として、それぞれ別表第一の第四欄に定める員数以内の理事を

置く。 

４ 国立大学法人が二以上の国立大学を設置する場合その他その管理運営体制の強化を図

る特別の事情がある場合には、第十二条第二項に規定する学長選考・監察会議の定めると

ころにより、当該国立大学法人に、その設置する国立大学の全部又は一部に係る学校教育

法（昭和二十二年法律第二十六号）第九十二条第三項に規定する職務（以下「大学の長と

しての職務」という。）を行う理事（以下「大学総括理事」という。）を置くことができる。 

５ 国立大学法人は、前項の規定により大学総括理事を置くこととするときは、文部科学大

臣の承認を受けなければならない。 

 

（役員の職務及び権限） 

第１１条 学長は、大学の長としての職務（大学総括理事を置く場合にあっては、当該大学

総括理事の職務に係るものを除く。）を行うとともに、国立大学法人を代表し、その業務

を総理する。 

２ 理事長は、国立大学法人を代表し、その業務を総理する。 

３ 学長は、次の事項について決定をしようとするときは、学長及び理事で構成する会議

（第五号において「役員会」という。）の議を経なければならない。 

一 中期目標についての意見（国立大学法人等が第三十条第三項の規定により文部科学

大臣に対し意見を述べることをいう。以下同じ。）に関する事項 

二 この法律により文部科学大臣の認可又は承認（第十三条の二第一項及び第十七条第

七項の承認を除く。）を受けなければならない事項 

三 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

四 当該国立大学、学部、学科その他の重要な組織の設置又は廃止に関する事項 

五 その他役員会が定める重要事項 

４ 理事は、学長の定めるところにより、学長を補佐して国立大学法人の業務を掌理し、学

長に事故があるときはその職務を代理し、学長が欠員のときはその職務を行う。 

５ 大学総括理事は、前項に規定する職務のほか、大学の長としての職務（第十二条第二項

に規定する学長選考・監察会議の定めるところにより、当該大学総括理事が当該大学の長



 

 

としての職務を行うものとされた国立大学に係るものに限る。）を行うとともに、学長の

定めるところにより、国立大学法人を代表する。 

６ 監事は、国立大学法人の業務を監査する。この場合において、監事は、文部科学省令で

定めるところにより、監査報告を作成しなければならない。 

７ 監事は、いつでも、役員（監事を除く。）及び職員に対して事務及び事業の報告を求め、

又は国立大学法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

８ 監事は、国立大学法人がこの法律又は準用通則法の規定による認可、承認、認定及び届

出に係る書類並びに報告書その他の文部科学省令で定める書類を文部科学大臣に提出し

ようとするときは、これらの書類を調査しなければならない。 

９ 監事は、その職務を行うため必要があるときは、国立大学法人の子法人（国立大学法人

がその経営を支配している法人として文部科学省令で定めるものをいう。）に対して事業

の報告を求め、又はその子法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

１０ 前項の子法人は、正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒むことができる。 

１１ 監事は、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、学長又は文部科学大臣に

意見を提出することができる。 

 

（学長等への報告義務） 

第１１条の２ 監事は、役員（監事を除く。）が不正の行為をし、若しくは当該行為をする

おそれがあると認めるとき、又はこの法律若しくは他の法令に違反する事実若しくは著

しく不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、その旨を学長（当該役員が学長である

場合にあっては、学長及び次条第二項に規定する学長選考・監察会議）に報告するととも

に、文部科学大臣に報告しなければならない。 

 

（役員の任命） 

第１２条 学長の任命は、国立大学法人の申出に基づいて、文部科学大臣が行う。 

２ 前項の申出は、第一号に掲げる委員及び第二号に掲げる委員各同数をもって構成する

会議（以下「学長選考・監察会議」という。）の選考により行うものとする。 

一 第二十条第二項第三号に掲げる者の中から同条第一項に規定する経営協議会におい

て選出された者 

二 第二十一条第二項第二号から第四号までに掲げる者の中から同条第一項に規定する

教育研究評議会において選出された者 

３ 学長選考・監察会議に議長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

４ 議長は、学長選考・監察会議を主宰する。 

５ この条に定めるもののほか、学長選考・監察会議の議事の手続その他学長選考・監察会

議に関し必要な事項は、議長が学長選考・監察会議に諮って定める。 

６ 第二項に規定する学長の選考は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学における教育

研究活動を適切かつ効果的に運営することができる能力を有する者のうちから、学長選



 

 

考・監察会議が定める基準により、行わなければならない。 

７ 国立大学法人は、第二項に規定する学長の選考が行われたときは当該選考の結果その

他文部科学省令で定める事項を、学長選考・監察会議が前項に規定する基準を定め、又は

変更したときは当該基準を、それぞれ遅滞なく公表しなければならない。 

８ 監事は、文部科学大臣が任命する。 

 

第１３条の２ 大学総括理事は、第十二条第六項に規定する者のうちから、学長選考・監察

会議の意見を聴き、及び文部科学大臣の承認を得て、学長が任命する。 

２ 前項の承認は、国立大学法人の申出に基づいて行うものとする。 

３ 学長は、第一項の規定により大学総括理事を任命したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

 

（役員の任期） 

第１５条 学長の任期は、二年以上六年を超えない範囲内において、学長選考・監察会議の

議を経て、各国立大学法人の規則で定める。 

２ 理事の任期は、六年を超えない範囲内で、学長が定める。ただし、理事の任期の末日は、

当該理事を任命する学長の任期の末日以前でなければならない。 

３ 大学総括理事の任期は、六年を超えない範囲内において、学長選考・監察会議の議を経

て、各国立大学法人の規則で定める。ただし、大学総括理事の任期の末日は、当該大学総

括理事を任命する学長の任期の末日以前でなければならない。 

４ 監事の任期は、その任命後四年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する準

用通則法第三十八条第一項の規定による同項の財務諸表の承認の時までとする。ただし、

補欠の監事の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 役員は、再任されることができる。この場合において、当該役員がその最初の任命の際

現に当該国立大学法人の役員又は職員でなかったときの前条の規定の適用については、

その再任の際現に当該国立大学法人の役員又は職員でない者とみなす。 

 

（役員の解任等） 

第１７条 文部科学大臣又は学長は、それぞれその任命に係る役員が前条の規定により役

員となることができない者に該当するに至ったときは、その役員を解任しなければなら

ない。 

２ 文部科学大臣又は学長は、それぞれその任命に係る役員が次の各号のいずれかに該当

するとき、その他役員たるに適しないと認めるときは、その役員を解任することができる。 

一 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

二 職務上の義務違反があるとき。 

３ 前項に規定するもののほか、文部科学大臣又は学長は、それぞれその任命に係る役員

（監事を除く。）の職務の執行が適当でないため当該国立大学法人の業務の実績が悪化し



 

 

た場合であって、その役員に引き続き当該職務を行わせることが適当でないと認めると

きは、その役員を解任することができる。 

４ 学長選考・監察会議は、第十一条の二の規定による報告を受けたとき、又は学長が前二

項に規定する場合に該当するおそれがあると認めるときは、学長に対し、職務の執行の状

況について報告を求めることができる。 

５ 第二項及び第三項の規定により文部科学大臣が行う学長の解任は、当該国立大学法人

の学長選考・監察会議の申出により行うものとする。 

６ 学長は、第一項から第三項までの規定により理事を解任したときは、遅滞なく、文部科

学大臣に届け出るとともに、これを公表しなければならない。 

７ 第二項及び第三項の規定により学長が行う大学総括理事の解任は、学長選考・監察会議

の意見を聴き、及び文部科学大臣の承認を得て、行うものとする。 

８ 第十三条の二第二項及び第三項の規定は、第一項から第三項までの規定による大学総

括理事の解任について準用する。この場合において、同条第二項中「前項」とあるのは、

「第十七条第七項」と読み替えるものとする。 

 

（経営協議会） 

第２０条 国立大学法人に、国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関として、

経営協議会を置く。 

２ 経営協議会は、次に掲げる委員で組織する。 

一 学長 

二 学長が指名する理事及び職員 

三 当該国立大学法人の役員又は職員以外の者で大学に関し広くかつ高い識見を有する

もののうちから、次条第一項に規定する教育研究評議会の意見を聴いて学長が任命す

るもの 

３ 前項各号に掲げる者のほか、大学総括理事を置く場合には、当該大学総括理事を委員と

する。 

４ 経営協議会の委員の過半数は、第二項第三号の委員でなければならない。 

５ 経営協議会は、次に掲げる事項を審議する。 

一 中期目標についての意見に関する事項のうち、国立大学法人の経営に関するもの 

二 中期計画に関する事項のうち、国立大学法人の経営に関するもの 

三 学則（国立大学法人の経営に関する部分に限る。）、会計規程、役員に対する報酬及び

退職手当の支給の基準、職員の給与及び退職手当の支給の基準その他の経営に係る重

要な規則の制定又は改廃に関する事項 

四 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

五 組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

六 その他国立大学法人の経営に関する重要事項 

６ 経営協議会に議長を置き、学長をもって充てる。 



 

 

７ 議長は、経営協議会を主宰する。 

 

（教育研究評議会） 

第２１条 国立大学法人に、当該国立大学法人が設置する国立大学ごとに当該国立大学の

教育研究に関する重要事項を審議する機関として、教育研究評議会を置く。 

２ 教育研究評議会は、次に掲げる評議員で組織する。 

一 学長 

二 学長（当該国立大学に係る大学の長としての職務を行う大学総括理事を置く場合に

あっては、学長又は当該大学総括理事）が指名する理事 

三 学部、研究科、大学附置の研究所その他の教育研究上の重要な組織の長のうち、教育

研究評議会が定める者 

四 その他教育研究評議会が定めるところにより学長（当該国立大学に係る大学の長と

しての職務を行う大学総括理事を置く場合にあっては、当該大学総括理事。次項及び第

五項において同じ。）が指名する職員 

３ 前項各号に掲げる者のほか、当該国立大学に係る大学の長としての職務を行う大学総

括理事を置く場合にあっては当該大学総括理事を、学校教育法第九十二条第二項の規定

により副学長（同条第四項の規定により教育研究に関する重要事項に関する校務をつか

さどる者に限る。）を置く場合にあっては当該副学長（当該副学長が二人以上の場合には、

その副学長のうちから学長が指名する者）を評議員とする。 

４ 教育研究評議会は、次に掲げる事項について審議する。 

一 中期目標についての意見に関する事項（前条第五項第一号に掲げる事項を除く。） 

二 中期計画に関する事項（前条第五項第二号に掲げる事項を除く。） 

三 学則（国立大学法人の経営に関する部分を除く。）その他の教育研究に係る重要な規

則の制定又は改廃に関する事項 

四 教員人事に関する事項 

五 教育課程の編成に関する方針に係る事項 

六 学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に関する事項 

七 学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針及び学位の授与に

関する方針に係る事項 

八 教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

九 その他国立大学の教育研究に関する重要事項 

５ 教育研究評議会に議長を置き、学長をもって充てる。 

６ 議長は、教育研究評議会を主宰する。 

 

（特定国立大学法人の定義） 

第２１条の２ この目において「特定国立大学法人」とは、別表第一の各項の第四欄に掲げ

る理事の員数が七人以上である当該各項の第一欄に掲げる国立大学法人のうち、当該国



 

 

立大学法人の収入及び支出の額並びに当該国立大学法人が設置する国立大学の収容定員

の総数及び教職員の数を考慮して、事業の規模が特に大きいものとして政令で指定する

ものをいう。 

 

（運営方針会議の設置） 

第２１条の３ 前二目に定めるもののほか、特定国立大学法人には、第二十一条の五第一項

に規定する運営方針事項について決議するとともに、決議した内容に基づいて適切に当

該特定国立大学法人の運営が行われているかどうかについての監督を行う機関として、

運営方針会議を置く。 

 

（運営方針会議の構成及び運営方針委員等） 

第２１条の４ 運営方針会議は、三人以上の運営方針委員及び学長で組織する。 

２ 運営方針委員は、第十二条第六項に規定する者のうちから、学長選考・監察会議との協

議を経て、文部科学大臣の承認を得た上で、学長が任命する。 

３ 前項の承認は、特定国立大学法人の申出に基づいて行うものとする。 

４ 運営方針委員の任期は、二年以上六年を超えない範囲内において、学長選考・監察会議

の議を経て各特定国立大学法人の規則で定める期間とする。ただし、補欠の運営方針委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 第十五条第五項前段、第十八条及び第十九条の規定は運営方針委員について、第十六条

の規定は運営方針委員となる者の資格について、第十七条第一項及び第二項の規定は学

長が運営方針委員を解任する場合について準用する。 

６ 前項において準用する第十七条第二項の規定により学長が行う運営方針委員の解任は、

学長選考・監察会議との協議を経て、文部科学大臣の承認を得た上で、行うものとする。 

７ 第三項の規定は、前項の承認について準用する。 

８ 第二項及び第六項の承認については、第十一条第三項（第二号に係る部分に限る。）の

規定は、適用しない。 

９ 運営方針会議に議長を置き、運営方針委員の互選によってこれを定める。 

１０ 議長は、運営方針会議を主宰する。 

１１ 次条第一項に規定する運営方針事項に関する議案は、学長が運営方針会議に提出す

る。 

１２ 学長は、第二十一条の八第一項の規定による報告及び同条第二項の意見に関する事

項については、その議事に加わることができない。 

１３ この条に定めるもののほか、運営方針会議の議事の手続その他運営方針会議に関し

必要な事項は、議長が運営方針会議に諮って定める。 

 

（学長の職務等の特例） 

第２１条の６ 特定国立大学法人の学長は、三月に一回以上、当該特定国立大学法人の運営



 

 

の状況について、運営方針会議に報告しなければならない。 

２ 運営方針会議は、特定国立大学法人の運営が前条第一項の規定により決議した運営方

針事項の内容に基づいて適切に行われていないと認めるときは、学長に対し、当該特定国

立大学法人の運営を改善するために必要な措置を講ずることを求めることができる。 

３ 前項の規定による運営方針会議の求めがあったときは、学長は、速やかに当該特定国立

大学法人の運営を改善するために必要な措置を講ずるとともに、当該措置の内容を運営

方針会議に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限の特例） 

第２１条の７ 特定国立大学法人の監事の職務及び権限についての第十一条第七項及び第

十一条の二の規定の適用については、同項中「除く。）」とあるのは「除く。）、運営方針委

員」と、同条中「除く。）」とあるのは「除く。）若しくは運営方針委員」と、「学長選考・

監察会議）」とあるのは「学長選考・監察会議）及び運営方針会議」とする。 

 

（学長の解任等の特例） 

第２１条の８ 運営方針会議は、学長が第十七条第二項又は第三項に規定する場合に該当

するおそれがあると認めるときは、遅滞なく、その旨を学長選考・監察会議に報告しなけ

ればならない。この場合において、同条第四項の規定の適用については、同項中「第十一

条の二」とあるのは、「第十一条の二若しくは第二十一条の八第一項」とする。 

２ 運営方針会議は、第十二条第六項の基準その他の学長の選考に関する事項について、学

長選考・監察会議に意見を述べることができる。 




